
一般社団法人日本病院会会長殿

基発 10 0 1第 9号

？？？ ’ 令和 8年 10月 L日

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

令和8年度最低賃金額の改定及び各種賃上げ支援施策に

関する周知・広報の実施等について（協力依頼）

日頃より、労働基準行政の運営について、格別の御理解と御協力を賜り y厚く御礼申し上

げます。

さて、令和8年度の地域別最低賃金につきましては、 10月1日から順次発効されます。

また、 一定の事業又は職業に係る特定最低賃金額についても、今後改定・発効が予定されて

います。

厚生労働省では、改定された最低賃金額（以下 「改定額j としづ。）の履行確保及び賃金

の引上げに資する助成金や補助金、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針等

取引の改善のための施策（以下「各種賃上げ支援施策Jとしヴ。）の活用促進に向けて、各

種広報媒体を活用した周知・広報に取り組んでおります。

つきましては、 貴団体におかれましでも、傘下の会員等への改定額及び各種賃上げ支援施

策の周知・広報について格別の御協力を賜りますようお願い申し上げます。また、周知のた

めのポスター等を都道府県の改定額ごとに作成しており、各都道府県労働局で保有してい

ますので必要に応じてお問い合わせください。



令和8年度地域別最低賃金改定状況
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発効年月日都道府県名 改定額｛円】
※括認内の数字は改定前の地峻別最低賃金額
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［ 最低賃金賃金引き上げに向けた I 
中小企業・小規模事業者への支援施策 ． 。戻翻齢、6参．
1.賃金引き上げに関する支援

①業務改善助成金 ｜ 
問い合わせ先

・業務改善助成金コールセンター

0120-366-440 （平日9:00～17:00)
・都道府県労働局雇用環涜・均等部（室）

事業場内で最も低い時間給（事業場内患低賃金）；を一定額以

上引き上げ、生産性向上に資する設備投資等（偽械設備の導入

や国家資格者によるコンサルテイング）を行う中小企業・小規

模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成する

制度です。一定の要件を満たすと、助成上限額・助成対象経費

の特例的な拡充が受けられます．

③賃上げ促進税制 ｜ 
問い合わせ先

・中小企業税制サポートセンター
回品蛇回

1・d国
青色申告書を提出している中小企業者等が、 一定の要件を

満たした上で、前年度より給与等の支給額を1曽加させた場合、

その1包加額の一部を法人税（個人事業主は所得税額）から税額

控除できる制度です．

②キャリアアップ助成金

問い合わぜ先

・都道府県労働局又はハローワーク

有期雇用労働者、短時間労働省、派遣労働者といったいわ

ゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促進す

るため、正社員転換、賃金引き上げ等の処遇改善の取組を実

施した事業主に対して助成します。なお、キャリアアップ助

成金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に

取り組む際ゃいわゆる「年収の鐙Jを意識した働き方への対
応に取り組む際にち活用することができます。

④ 企業活力強化貸 付 （働き方改革縫進支鍾資金） ｜ 
問い合わゼ先

・日本政策金融公庫 0120・154-505

－沖縄娠興開発金融公庫 0120・981-827
跡調回

事業場内で最ち低い賃金（事業場内最低賃金）の引き上げに

取り組む中小企業・小規模事業者が必要とする設備資金や運

転資金を特別利率で支援します．

（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります．

⑤賃上げ貸付利率特例制度 ｜ 
問い合わゼ先 ・日本政策金融公庫 0120・154・505

－沖縄娠興開発金融公庫 0120・981・827

公庫の融資を受ける際、従業員の賃上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対して、融資後2年間、利率を0.5%

控除します．

副担里
謡融！；＂fl~
回‘·~

（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります．

2.生産性向上に関する支援

⑥固定資産税の特例措置 ｜ 
問い合わ世先

＜先端設備等導入計画の作成等について＞

．先端設備等の導入先の市区町村

＜税制について＞

・中小企業税制サポートセンター

03-6281-9821 （平日9:30～12:00、13:00～17:00)

中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた

「先端設備等導入計画Jに基づき取得した設備に対して、 地方
税法において償却資産に係る固定資産税の特例治置を講じる

ことで、設備投資による生産性向上や賃上げに取り組む事業

者を後押しします。

⑦ 中小企業等経営強化法（経営カ向上聞 ｝ ｜ 
問い合わぜ先

・中小企業税制ザポートセンター

03・6281-9821

（平日9:30～12: 00、13:00～17 : 00) 

中小企業・ 小規模事業者等による経芭力向上に関する取組

を支媛します。事業者は事業分野指針等に沿って「経営力向上

計画jを作成し、国の認定を受けることができます。認定され

た事業者は、税制や金融支媛等の措置を受けることができま

す．



⑧中小企業成長加速化補助金 ｜ 

闘い合わぜ先

・中小企業成長加速化補助金事務局

0570-07-4153、03・4446-4307{IP電話等

からのお問い合わぜ）

回ヨ~団

結鶴
田向界面

賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地

域経済への波及効果が大きい売上高 100億円超を目指して行

う大胆な投資を支媛します．

⑩中小企業省力化投資補助金

聞い合わぜ先

・中小企業省力化投資補助事業コールセンター

0570-099-660 (9: 30～17:30／月曜～金曜

（土・日・祝日除く））
襲撃

入手不足に悩む中小企業等に対して、カタロク力、ら選ぶよ

うに簡易で即効性ある省力化投資を支媛する 「カタログ注文

型Jと、事業内容に合わtさて多様な設備やシステムが導入でき

る「一般型Jにより、省力化投資を後押しします．

問い合わせ先

・新事業進出・ちのづくり商業サービス補助金

事務局 コール）（ック予約システム

https://shinjigyou-monodukuri. reserve-

apps.com/callback/resv/ 

騒護
団菅沼~

中小企業等が行う、 妓術的革新性のある製品・サービスの開

発や既存事業とは異なる新市場・高付加価値事業への進出、海

外市場開拓（輸出） に向けた圏内の輸出休制の強化に係る設備

投資等を支援します。

｜⑨中小企業経営強化税制 ｜ 

問い合わゼ先

・中小企業税制サポートセンター

害盤03・6281-9821

（平日9:30～12:00、13:00～17:00)

中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成

し、主務大臣の認定を受け、計画に記載されている一定の設備

を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却また

は取得価額の 10%（資本金3,000万円超1億円以下の法人は

7%）の税額控除を選択適用することができます．

同 デジタル化・ AI導入補助金

問い合わせ先

・中小企業デジタJIイじ・AI導入支媛事業コールセ

ンター 0570 -666 -376 

回話相

田·~回
中小企業 ・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的とし

て、業務効率化や DX等に向けた AIを含む ITツール（ソフ

トウェア、サービス等）の導入を支媛します．

同事業承継削指助金 ｜ 
問い合わゼ先（循助金彦務局）

・専門家活用枠／廃業 ・再チャレンラ枠

050・3145・3812

・事業添継促進枠 050-3192・6274

・PMI推進枠 050-3192-6228 

回哩人E
：ギ剖~~

回~~回

事業承継前の設備投資等にかかる取組、 M&A時の仲介・フ

ィナンシャルアドバイザ一等の専門家の活用、 M&A後のPMI

にかかる導門家の活用や設備投資の取り組み、再チャレンジ

を伴う廃業に係る取組等を支媛します．

｜⑭小規模事業者持続化補助金 I 

問い合わぜ先

＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞

－商工会地区事務局 間合ぜ先はURL参照

https ://www .jizokukanb.com/jizokuka_r6h/ 

＜商工会議所の管轄地域で事業を富む方＞

・商工会議所地区事務局 03-6634-9307 

https://r6.jizokukahojokin.info/ 

図通説回国制回

欝磁器語
商工会地区 商工会議所

小規模事業者等が経営計画を自ら策定し、商工会・商工会議所の支j震を受けながら取り組む販路開 地区

拓等を支援します．

陸 空D:.＊一投資促進・需要構造転換期事業賀補助金
問い合わぜ先（補助金穆務局）

・一般社団法人環1克共創イニシアチブ

・（ I)工場・事業場型

（先進枠） 03-5565-3840 

（一般枠／中小企業投資促進枠） 03・5565-4463

（サプライチェーン連機枠） 03・5565-4463

・（II）電化 ・脱炭素燃転型 03-5565・3840

・（ill)G×設備単位型／設備単位型

ナピダイヤル 0570・01・5116

I P電話 042-303-0855 

. (IV）エネルギー需要最適化型

03・5565・4773

省エネ設備や電化・脱炭素目的の燃料転換を伴う設備等の更新を支援します．

明里 ~.Pl！田
空寺田」駐 日同E耐
目指揮E回同培
工場・事業型 設備単位型



3.取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支接

｜碩 託適正取引等の推進のためのガイ ｜
ドライン

問い合わせ先

・中小企業庁取引課

03-3501・1511（内線： 5291)

田正羽~田
明己福＂：C：：.芦

結鎚話
回b言語4き

委託事業者と中小受託事業者との望ましい取引関係を構築

するために、業種別の受託適正取引等の推進のためのガイド

ライン（取引適正化力イドライン）を策定しています。

問い合わせ先

・公正取引委員会事務総局経済取引局取引部

企業取引課優越的地位濫用未然防止対策調

査室 03・3581-3378

回目隠回

審議
労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃上

げの原資を確保できるようにするため、発注者・受注者がとる

べき行動指針 ・取組事例をまとめています。

問い合わせ先

＜「宣言Jの内容について＞
．中小企業庁取引課

03-3501-1511（内線： 5291)

< r宣言jの提出・掲載について＞
・（公財）全国中小企業振興機関協会

03-6228-3802 

暴露

受託中小企業振興法における「振興基準jを遵守することを

明記し宣言することで、発注者側による受注者側への「取引条

件のしわ寄ぜj防止を促し、取引の適正化を後押ししていま

す。また、宣言した企業の取り組みを 「見える化jするため、

「宣言jをポータルサイトに掲載しています。

医盛手宣誓主主主量三昼z・E凶匡査とよ歪三1圃~31!量
・国車孟基地盤孟孟函－
問い合わせ先

・中小企業庁取引課

03・3501-1511（内線： 5291)

問い合わせ先 ・中小企業庁取引諜 03-3501-1511（内線： 5291)
回盟国
t7-f.占
田宮；！

国や独立行政法人、都道府県、市町村等がホームページ上に掲載している入札情報を収集し、掲載しています。

4.資金繰りに関する支援

｜⑧セーフテ仰ト貸付 ｜ 
｛経営環場変化対応資金） ｜ 

問い合わぜ先

・日本政策金融公庫 0120-154・505

－沖縄振興開発金融公庫 0120・981”827

一時的に売上減少等業況が悪化しているちのの、中長期的

には回復が見込まれる中小企業 ・小規模事業者であればご利

用いただくことが可能です。

（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。

｜⑫小規模事業者経営改善資金融資制度 ｜ 
（マル紐融資） ｜ 

問い合わせ先

・事業所の所在する地区の商工会・商工会議所

・日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）

の本支店

小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無

保証人・低金利で融資します。

（※）審査の結果、ご希望に添えない場合があります。



5.その他、雇用（人材育成）に関する支援

｜③地域雇用開発助成金｛地時雇用開発コース｝ ｜ 

問い合わせ先

・都道府県労働局又はハローワーク

雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、

その地域に居住する求職者等を雇い入れた事業主に助成しま

す．

｜＠人材開発支媛助成金 ｜ 

問い合わせ先

・都道府県労働局又は八口ーワーク

回話沼2回

欝I~田川目：z
従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育

訓練休暇等制度を導入し、その制度を従業員に適用した場合

に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します．

｜＠人材確保等支援助成金 ｜ 

問い合わせ先

・都道府県労働局又はハローワーク
由主恥由

経車窓
s一割回

事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、

労働環境の向上等の取り組みにより従業員の職場定着の促進

等を図った場合に助成します。

雇用管理制度・雇用環境整備助成コース： 3%、5%又は

7%以上の賃上げを行った場合は支給額が加算されます。

テレワークコース： 5%以上の賃上げを行った場合は支給

額が加算されます。

｜⑮建設事業主等に対する助成金 ｜ 

問い合わせ先

・都道府県労働局又は八口一ワーク

中小建設事業主等が建設労働者の雇用の改善、技能の向上等の

凪組を行う場合に、人材開発支媛助成金、人材確保等支媛助成金、

トライアル雇用助成金の一部コースで助成を行います。

何時就職支援等助地（眉入れ支担コプス、輸銀用拡大コーネ）

問い合わせ先

・都道府県労働局又はハローワーク

雇入れ珂墨コース ：事業診期実税制、等に伴し欄綻余儀なくされる労優帽を朝Hに無榔躍用で雇い入れ、
雇入れ前とtt殺して5%以上賃上げした場合目h成します．

中途採用広大コース沖樹期観濯用留郵l鹿を整備した上で、ヰ樹系用率を一定~.広大さ世、 雇い入れた

ヰ樹采用者！こ.JI,＼て、雇入れ前と比較してS<l似上賃上げした場合にE械します。

｜⑧産業雇用安定助成金同…則一｜

ス ｝｜

問い合わぜ先 回M総額古田
・都道府県労｛鵬又は八口ーワーク ~~~ ヲ

… 一面務磁
在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃

金を復帰前と比較し5%以上i曽加さぜた場合に、出向元・出向

先双方の事業主に対して助成（上限額9,110円／1人1日あ

たり（1事業主あたり 1,000万円））します。

問い合わ世先 回目置話国
・都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 型場~ t町l

h両国，a司’'I ..司E

困位尽~~
労働時間の削減等に向けた環境箆備を目的として、外部専

門家によるコンサルテイングや労務管理用機器等の導入等を

実施した場合にコースに応じた上限額を助成します．賃金や

割i曽賃金率を引き上げた場合に、要件に応じた助成上限額の

加算制度もあります．

（※）令耳目8年度の交付申請期限は l1月 30日（月）です。



6.相談窓口

｜⑩よろず支援拠点

問い合わせ先

・各都道府県のよろず支媛拠点
目白長田

回目ム！
中小企業・小規模事業者等が飽える様々な経営課題に無料

で相談対応するつンストップ窓口として、各都道府県に「よろ

ず支媛拠点jを設置しています。

問い合わせ先

・全国の働き方改革縫進支j震センター

全国47都道府県に設置されている「働き方改革推進支援セ

ンタ－Jでは、中小企業・小規模事業者等の皆さまの働き方改
革の取組を支援することを目的として、労務管理等の専門家

が無料で、時間外労働の上限規制や同一労働同一賃金、 賃金引

き上げ、その他働き方改革を広く支獲する取組に関する相談

対応やコンサルテイング、セミナー等を実施しています。ぜひ

お気軽にご相談ください。

⑧取引かけこみ寺 ｜ 
問い合わせ先

・（公財）全国中小企業娠興機関協会

．各都道府県の取引かけこみ寺

0120・418・618

中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える限引上の悩み相

談を受け付けております．問題解決に向けて、相談員や弁護士

がアドバイスを行います。

l⑧中小企業向け補助金総合支援サイト｜
『ミラサボplusJ I 

問い合わぜ先（無料会員登録やログイン方法）

．ミラサボplus運営事務局

initialization@support.mirasapo・plus.go.jp

※術助金等のご質問は、本サイトに掲載の各術

助金事務局にお問い合わぜ下さい。

中小企業 ・小規模事業者の皆さまを対象とした綴々な支媛

施策（制度）をより f使ってちらうjことを目指した中小企業・

小規模事業者向け術助金・総合支媛サイトです．支媛制度等の

活用事例を簡単に検索でき、電子申請までサポートします。

令和7年 10月、賃上げ・最低賃金特設ページを設置し、 人

件費計算シミュレーション機能などを追加しました。賃上げ

や最低賃金の対応に役立つ情報を多数まとめています．

厚生労働省では、事業主の皆さまの賃よげを支掻しています
賃上げ支鍍 賃金引き上げ 都道府県労働局

助成金パッケージ 特段ページ 所在地一覧労働市場全体の「賃上げjに向けた賃上げ支媛助成金パッケージ、

賃上げに役立つ情報をまとめた 「賃金引き上げ特設ページj、 思r.~~·3回 目駒田 臨時国

轍議議議議各都道府県労働局（労働基準監督署、公共職業安定所）所在地一覧

はこちら

経済産業省では、各支嬢機関での伴走支燭の強化を行っています

愚低賃金、賃上げ等に関するご相談はお近くの支媛機関（商工会・商工会議所、よろず支媛拠点、

認定経営革新等支媛機関、中小企業活性化協議会、事業承継 ・引継ぎセンター等）まで

※各支媛機関の連絡先は賃上げ・最低賃金対応支緩特設サイトから

買いたたきなどの違反行為をしていると賠われる
委詑事業者に関する情報を広く受け付けています

お近くの労働基準監笛暑においてち情報を受け付けています．

※都道府県労働局所在地一覧参照

情報j足供フォームはこちら

(RB. 9) 



労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針【概要fJ'J添3
〆労務費の転婦に関する事業者の発注者・畏注者の双方の立場か8の行動指針。
〆 労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。
〆本指針に記載の12の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻膏するおそれがある場合には、
公正取引要員舎において独占禁止法及ぴ中小受託取引適正化法（取適法）に基づき厳正に対処することを明記。
〆他方で、 記載された艶注者としての行動を金て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及ぴ中小受庇取引適正
化法（取適法）上の問題が生じない旨を明記。

発注者として採るべき行動／求め6れる行動

＊行動① ：；本社｛経営トップ）の関与

①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる里
組方針章具体的に経営b型2・重宝上位て決定すること、
②経嘗トップが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方
法で社内外に示すごと、
③その後の取組状＞＆を定期的に経営b型プに報告し、必要に
応じ、経宮トップが更なる対応方針を示すこと。

＊行動② ：発注者側か8の定期的な協議の実施
受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求めら
れていなくても、業界の慣行に応じて1年に1回や半年に1回
なと定期的に労務賀の転館につい主発注者皇、皇協·~場主殴
立盈こと。特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取
到と称し宝庫年同じ価格歪更新主主主いるよ歪栓取到において
は協議が必要であることに留憲が必要である。

協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引とはいえ
ないにもかかわらずスポット取引であることを理由に協議することな
く価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越的地位の濫用文
は中小受託取引適正化法上の買いたたきとして、受注者から協
議の要請があった場合に、当該協議に応じず一方的に取引価
格を据え置くことは、中小受託取引適正化法上の協議に応じな
い一方的な代金決定として、それぞれ問題となるおそれがある。

＊行動③ ：脱明・資料を求める場合は公表資料とすること

労務質上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める
場合は、公表資料｛量低賃金型上昇率主春季労使交濯の妥
結額坐歪の上昇率など］に基ゴ~11~とし、 受注者。‘公表資料
を用い主提示して希望す蚤価格については、これを合理的な根拠
のあるものとして尊重すること。

実行動④：ザプライチェー〉全体での適切な価格転婦を行うこと

労務質をはじめとする価格転販に係る交渉においては、笠芝豆i
チェーシ全体での適切な価格駈慣による適正な価格段定を行う
ため、直接の取引先である受注者がモの先の取引先との思号i
価格を適正化すべき立場にいることを常に意識して、そのことを受
注者からの要輔額の妥当性の判断に反映させること。

＊行動⑤ ：.摘があれば．協檎のテーブル！こっくこと

受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求めS
れた場合には、協謹のテーブルにつ〈こと。労務費の転蛾を求めら
れたことを理由として、取引を停止するなど不利益な甑扱いをし
皇位こと。

受注者として採るべき行動／求められる行動
．ーー 一ー・ ー~. ~ 園二－，＿ 司・- -y 量・量’

実行動① ：相麟窓口の活用

労務費上昇分の価格転嬢の交渉の仕方について、国・地方公
共団体の相談窓口、中小企業の支援機関（全国の商工会議
所・商工会等）の相鎖窓口盆ど！こ相践す蚤などし主積極的！こ
情報室収集し主交渉に臨むこと。
発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、一例として、
価格交渉の申込み様式（例）を活用するととも考えられる。

実行動② ：栂拠とする資料

発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、量
低賃金の上昇率主善幸労使交渉白妥結額空その上輿率盆ど
の公裏資料主用い蚤ごと。

＊行動③ ：値上げ要請のタイミング

労務費上昇分の価格転販の交渉は、業界の慣行に応じて1
年に1回や半年に1固などの定期的に行われる発注者との価
格交渉のタイミ〉グ、業界の定期的な価格交渉の時期など重
注者。価格交渉主申し出笠すい笠i塁〉グ、発注者の業務の
繁忙期など受注者の交渉力•Ji‘民較的優位な笠i三~グなどの
機会を活用して行うこと。

実行動④ ：発注者か6価格を蝿示されるのを待たずに自8
希望する額を提示

発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側かS也希
草する価舗を発注者に提示すること。発注者に提示する価格の
設定においては、自社の労務費だけでなく、 自社の発注先やその
先の取引先における労務費も考慮すること。

発注者・受注者の双方が探るべき行動／求めSれる行動

＊行動① ：定期的なコミュニケーシヨン

定期的にコミュニケーシヨ〉をとること。

＊行動②：交渉記録の作局、発注者と受注者の双方での保管

価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で盤宣重量こ
と。

指針の詳細については、以下のザイトを
ご確認ください．

－公正取引委員会ホームページ

＊行動⑥ ：必要に応じ考え方を提寵すること II https://www.jftc.go.jp/par 
受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、盛 IItne帥 ip_package/index／「O
要に応じ労務費上昇分の価格転館に係る考え方を提案すること。IIumuhitenka.html 


